
新型コロナウイルス対策 マスクの配布方針について（案） 

危機管理室 

１ 背景 
（１）本市が備蓄しているマスクについて 

    ・本市において新型インフルエンザ等がまん延した際においても、必要最低限の行政活動を行え
るよう職員の感染予防を目的に、職員向けマスク約９３万枚が計画に基づく備蓄数量である。
定期的な入れ替えの際発生する計画外の分を含めると当初はマスク約１１０万枚の備蓄があっ
た。（他に子供用１５万枚を備蓄。） 

・既に各区役所やリスクの高い施設等に配布したことから、現在の備蓄数は、マスク約７５万枚
（他に子供用１５万枚）となっている。【３月１２日現在】 

（２）本市におけるマスクの供給状況 
・現在でも全国的にマスクは不足している。 
・増産を図っているが供給が間に合わない状況にある。 

    ・新型インフルエンザ等の流行時には、衛生資機材の供給を受ける協定を市内業者と締結してお
り打診しているが、新規の調達は目途が立たない状況【３月１２日現在】

（３）マスクの有効性 
    ・咳やくしゃみなどを発症している方（有症者）や有症者と濃厚接触を行う方がマスクを装着す

ることは一定程度有効である。 
 ・マスクの供給が十分でない状況で、本当に必要な人（有症者）がマスクをしない（できない） 
  ことによって感染が広がるリスクが高まる 

（４）新型コロナウイルス発生によるリスク 
    ・基礎疾患のある方や高齢者は重症化しやすい。 
    ・医療関係者や行政機関等の職員は業務継続する必要がある。 

２ 配布の考え方 
（１）配布対象 

ア 窓口対応や相談業務、訪問業務等、濃厚接触による感染リスクが高く、かつ感染リスクを除
去することが困難な状況で業務を行う職員 

イ 医療機関や高齢者福祉施設等、必要と認める職員 
ウ その他、個室等における市民対応においてマスクの着用をお願いする場合など 

 （２）配布及び管理方法 
マスクの調達は依然として見通しが立たないことから、配布を受けた各局区は適切に在庫管理し
ながら最小限の配布とし、照会があった際は、配布数等を適切に報告する。 

（３）マスクの寄附受けについて 
    安全性や品質の問題から、メーカー等からのまとまった数量であれば受け入れる。 



事 務 連 絡

令和２年３月１２日

各都道府県総務主管部・ 消防防災主管部 御中

総務省自治行政局地域政策課

消防庁国民保護・ 防災部防災課

新型コロナウイルス感染症対策における備蓄マスクの活用について（ 依頼）

貴都道府県及び域内市町村におかれては、新型コロナウイルス感染症対策の拡大防止・

早期収束に向けて取り組んでいただいていることに感謝申し上げます。

さて、各市町村においては、自然災害対応等のために、マスクを適切に備蓄いただいて

いることと存じます。一方で、現在、特に医療機関・ 介護施設等において、マスクが不足

し、その対応が喫緊の課題となっています。

国においては、３月10日開催された第19回新型コロナウイルス感染症対策本部におい

て「 新型コロナウイルス感染症に関する緊急対応策―第２弾－」 を決定し、「 マスクの転

売行為の禁止」や「 布製マスク 2, 000万枚を国で一括購入し、介護施設等に緊急配布」、「 医

療機関向けマスク 1, 500万枚を国で一括購入し、必要な医療機関に優先配布」、「 マスクメ

ーカーに対する更なる増産支援」 等の取組を実施することとしたほか、各省庁が通常使用

するマスクの一部（ 約250万枚） についても、都道府県に送付し、医療機関に提供するこ

ととしたところです。

このように、当面マスクの需給の逼迫が継続していることを踏まえ、同日開催された国

と地方の協議の場において、高市総務大臣より、マスク不足への対応について、各市町村

においても、地域の実情を踏まえての、できる限りの協力をしていただく よう、お願いし

たところです（ 別添１）。

つきましては、各市町村内の医療機関・ 介護施設等におけるマスク不足に対応して、医

療・ 福祉担当部とも連携の上、各市町村で備蓄しているマスクを地域の実情に応じてでき

る限り活用していただきますよう、域内市町村に対するご周知をお願いいたします。

なお、すでに、災害対応分の備蓄も含めて厳しい市町村があることも十分認識している

ところであり、備蓄しているマスクの活用は、各市町村の実情に応じ、各市町村において

自主的に判断いただきますよう、あわせてご周知をお願いいたします。

具体的な利用方法も含めて各市町村の判断ですが、需給の逼迫状況を踏まえると、例え

ば、 まずは、提供いただいた市町村の区域内の医療機関・ 介護施設等で活用していただ

き、 市町村の区域内で緊急の調整を要しない場合には、当該市町村の存在する都道府県

内等の医療機関・ 介護施設等で活用していただく ことが考えられます。なお、 のような

協力をいただいた市町村が、将来、備蓄水準を復元する場合には、その経費について、適

切に地方財政措置を講じることとする予定であることを申し添えます。

また、各市町村の備蓄分について、医療機関・ 介護施設等におけるマスク不足を受けて



の活用実績、今後の活用予定等について、今後、必要に応じ調査する予定ですので、ご理

解とご協力をよろしく お願いいたします。

なお、備蓄マスクの活用につきましては、厚生労働省からも、本日付けで各都道府県・

指定都市・ 中核市民生主管部（ 局） あて事務連絡「 都道府県等におけるマスク･消毒用アル

コール等の備蓄の積極的放出について（ 依頼）」（ 別添２） が発出されておりますので、念

のため申し添えます。

（ 連絡先）

総務省自治行政局地域政策課

（ 公務員部応援派遣室）

TEL: 03-5253-5230 

e-mai l : ouenhaken@soumu. go. j p 

消防庁国民保護・ 防災部防災課

TEL: 03-5253-7525 

e-mai l : bousai ki kaku@soumu. go. j p 



（ 別添１）

令和２年３月10日（火）国と地方の協議の場（令和元年度臨時会合）

議事メモ（高市大臣発言抜粋・未定稿）

高市大臣）総務省では、新型コロナウイルス感染症対策のため、都道府県と総

務省との間に１対１の連絡体制を設けました。また、5日の政府と地方６団

体との意見交換なども通じまして、政府の具体的な施策展開について地方公

共団体の皆様に情報提供させていただくとともに、皆様方の御要望を関係省

庁にフィードバックしてまいりました。本日決定しました緊急対応策では、

これらの御要望も十分に反映されていると存じますが、その地方負担につい

ては、手厚い地方財政措置を行うことといたします。

それから、公立病院につきましては、2月13日決定の緊急対応策におい

て、有症患者が入院できる病床整備に係る備品購入について、特別交付税措

置率８割ということで対応いたしましたけれども、本日決定の緊急対応策で

は、備品購入に係るメニューを拡大して、同様の措置を行います。人工呼吸

器、人工肺、個人防護服などを追加させていただきます。どうか皆様におか

れましては、今後の患者数の増加に備えて、地域の実情に応じて、地域の医

療機関の役割分担を行いながら適切な入院医療の提供体制を整備していただ

きたく存じます。総務省としましても、関連する地方負担につきましては、

財政運営に支障が生じることがないように、引き続き、厚生労働省など関係

省庁と連携しながら取り組んでまいります。

先程来、立谷全国市長会会長、松尾全国町村議会議長会会長からもマスク

のお話がございました。私も今回のマスク不足については、今回、市長会、

町村会にお願いがございます。各市町村におかれましては、災害対応のため

のマスクの備蓄を、適切に行っていただいております。現在、特に医療機関

や介護施設で、マスク不足への対処が、喫緊の課題となっています。すで

に、災害対応分の備蓄も含めて厳しい状況にある市町村があることも十分に

認識しておりますけれども、地域の実情を踏まえて、できる限り医療機関や

介護施設への御協力をお願いしとうございます。また仮に、各市町村におい

て緊急対策を要しないという場合には、当該市町村の存在する都道府県内の

医療機関、介護施設への対応といった形で、いわゆる広域的な対応をいただ

けたらありがたく存じます。以上です。



（ 別添２）

事 務 連 絡

令和２年３月１２日

都道府県

各 指定都市 民生主管部（ 局） 御中

中核市

厚生労働省老健局総務課認知症施策推進室

厚生労働省老健局高齢者支援課

厚 生 労 働 省 老 健 局 振 興 課

厚生労働省老健局老人保健課

都道府県等におけるマスク･消毒用アルコール等の備蓄の積極的放出

について（ 依頼）

平素より、高齢者施設等の適切な運営にご尽力いただきまして厚く 御礼申し

上げます。

今般、マスク等の国内需給が逼迫しており、高齢者施設等において衛生用品が

安定的に確保しにく い状況があることから「 新型コロナウイルスに関連した感

染症の発生に伴うマスク･消毒用アルコール等の高齢者施設等への供給につい

て」（ 令和２年２月21日付け厚生労働省医政局経済課ほか連名事務連絡）（ 以下

「 ２月21日付け事務連絡」という。）において、各地方自治体の衛生主管部局と

介護保険主管部局が連携して、備蓄している衛生用品の高齢者施設等への放出

を検討するよう依頼していたところです。

一方で、各都道府県内における衛生部局や防災部局など関係部局との連携が

不十分であった事例も散見されたことから「 都道府県等におけるマスク・消毒用

アルコール等の備蓄に係る追加調査について（ 依頼）」（ 令和２年３月６日付け厚

生労働省老健局総務課認知症施策推進室ほか連名事務連絡）（ 以下、「 ３月６日付

け事務連絡」という。）を発出し、各都道府県内関係部局間がよく連携した上で、

庁内の衛生用品の在庫量の把握をお願いしております。

その上で、関係部局との緊密な連携をしていただいた上での調査結果である

マスク等の衛生用品の在庫について、他部局とも連携しながら、高齢者施設等に

可能な限り積極的に放出いただきますよう、改めて検討をお願いいたします。な

お、医療用マスクについては、２月21日付け事務連絡において、医療機関への

優先放出をお願いしておりますが、それ以外の一般用マスクについては積極的

に放出の検討をお願いしております。



また、管内市町村の備蓄量の把握も積極的に行っていただく とともに、市町村

の備蓄分については、災害対応分の備蓄も含めて厳しい市町村があることも十

分に認識しておりますが、それぞれの地域の実情を踏まえて、市町村の備蓄にお

いてできる限りの協力を促していただきますようお願いいたします。

これに関連して、別添１のとおり、直近で厚生労働省が把握しているいくつか

の地方自治体の放出事例をご参考までに情報提供しますので、特に今月（ ３月）

中における積極的な放出をお願いするとともに、今後、各地方自治体から高齢者

施設等への備蓄の放出された場合は、下記E-mai l まで随時ご報告をお願いいた

します。

大変お手数をおかけしますが、ご協力の程よろしく お願いいたします。

なお、備蓄マスクの活用につきましては、本日、「 新型コロナウイルス感染症

対策における備蓄マスクの活用について（ 依頼）」（ 令和２年３月１２日付け総務

省自治行政局地域政策課ほか連名事務連絡）（ 別添２） が発出されておりますの

で、念のため申し添えます。

【 担当】

厚生労働省老健局高齢者支援課 企画法令係 和田・ 岩下・ 小林

E-mai l ： tokuyou-ki j un@mhl w. go. j p

電話： 03-3595-2888 


